
  

「再審法改正」を求める意見書 

 

 罪を犯していない者が犯罪者として法による裁きを受けてしまうという「冤罪」

は、国が個人の人権を奪うと同時に、近代社会における法制度自体の正当性を失わ

せかねないものです。 

 冤罪被害者を救済するための制度として再審がありますが、現行の刑事訴訟法の

再審規定には、再審請求の審理の在り方に関する規定はほとんどないため、事件を

担当する裁判官によって再審法の運用に格差が生じ、再審請求手続の審理の適正さ

が担保されず、公平性が損なわれています。 

 さらに、再審無罪事件では、検察の手持ちの証拠の中にある「検察官未提出証拠」

の開示が、確定裁判の有罪認定を覆し、再審開始の決定的な契機となるケースもあ

りました。 

 また、再審請求から再審無罪確定までの時間が長く、冤罪解決の意義が薄らいで

しまうことも問題の一つになっています。検察による不服申立て、再審申立てから

再審決定、再審無罪確定まで、布川事件では４４年、袴田事件では４３年という時

間を要しています。 

 

 以上の理由から、以下の法改正を行うことを求める。 

 

１、再審請求審における裁判手続の法整備を行うこと。 

２、再審請求審における捜査機関の手持ち証拠の全面的開示を義務づけること。 

３、再審開始決定後、審理を長期化させない措置を講ずること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。  

令和６年１２月２０日 

大 和 市 議 会 

 

 

 

 


